
平成２９年度第１１回教育研究評議会議事録 
 

日 時  平成３０年２月７日（水） 

       開会 午後２時５９分（１０分の休憩をはさみ） 

       閉会 午後７時３９分 

場 所  第１会議室 

出席者  学長、吉田理事、田村理事、大矢理事、柴野副学長、川村副学長、亀田教授、 

川村教授、平山教授、星教授、山田教授、三枝事務局長、鈴木教授、升井教授、 

許斐教授、小原教授、榮坂教授、羽二生教授、三上教授、黒河教授、三浦教授、 

齋藤教授、伊関教授 

陪 席   佐藤監事、谷口監事 

 

 

 

議事に先立ち、平成２９年度第１０回教育研究評議会議事録が確認された。 
 

 

議    事 

 

１ 各機構長等について 

学長から、次期機構長等について審議する旨説明の後、総務課長から、別紙（資料１

－１～１－２）に基づき各機構長等の選考方法等について説明があった。 

 

（１）教育支援機構長について 

学長から、教育支援機構長には柴野純一氏を任命したい旨提案があり、承認された。 

 

（２）研究推進機構長について 

学長から、研究推進機構長には川村彰氏を任命したい旨提案があり、承認された。 

 

（３）学術情報機構長について 

学長から、学術情報機構長には柴野純一氏を任命したい旨提案があり、承認された。 

 

（４）社会連携推進機構長について 

学長から、社会連携推進機構長には川村彰氏を任命したい旨提案があり、承認された。 

 

（５）機構の各センター長等及びその他のセンター長について 

学長から、教育支援機構の各センター長について報告があった。 

 

学生支援センター長            柴野 純一 氏 

教育改善推進センター長          柴野 純一 氏 

生涯教育支援センター長           柴野 純一 氏 

アドミッションセンター長         柴野 純一 氏 

  



また、各機構長の推薦に基づき、研究推進機構、学術情報機構及び社会連携推進機

構の各センター長等を次のとおり任命する旨報告があった。 

 

環境・エネルギー研究推進センター長  南  尚嗣 氏 

冬季スポーツ科学研究推進センター長   桝井 文人 氏 

プロジェクト研究推進センター長       渡邊 康玄 氏 

共用設備センター長           阿部  良夫  氏 

ものづくりセンター長              羽二生博之 氏 

図書館長                          榮坂 俊雄 氏 

情報処理センター長                升井  洋志  氏 

社会連携推進センター長            有田 敏彦 氏 

知的財産センター長          有田 敏彦 氏 

国際交流センター長                許斐ナタリー氏 

 

学長から、その他の各センター長について報告があった。 

 

保健管理センター長          柴野 純一 氏 

環境安全センター長          山田 貴延 氏 

 

（６）技術部長について 

学長から、候補者の選出が必要な技術部長について投票を行う旨説明の後、投票を

行った。 

投票の結果、過半数を得た三上修一氏が技術部長候補者に選考された。 

 

  引き続き、学長から、平成３０年４月１日付け就任予定の学長補佐について報告があ 

った。 

 

    学長補佐（国際連携、語学教育担当）          許斐ナタリー氏 

学長補佐（リテラシー教育、生涯教育、地域教育担当）  鳴島 史之 氏 

学長補佐（基礎教育、学力格差解消担当）        三波  篤郎 氏 

学長補佐（専門教育、大学院教育担当）         山下    聡  氏 

学長補佐（研究推進担当）               阿部 良夫 氏  

 

２ 教員の選考について 

（１）地域未来デザイン工学科准教授の選考について 

学長から、選考委員会から選考結果について報告があった旨説明があり、選考委員会

委員長の升井洋志教授から別紙（資料２－１）に基づき、選考の経過及び結果について

報告があった。 
引き続き、教育研究評議会規程第６条第２項の規定に基づき可否投票を行った。投票

の結果、プタシンスキ ミハウ エドムンド氏が准教授適格者として承認された。 
 

（２）基礎教育担当教授または准教授の選考について 
学長から、選考委員会から選考結果について報告があった旨説明があり、選考委員会

委員長の三波篤郎教授から別紙（資料２－２－１～２－２－２）に基づき、選考の経過

及び結果について報告があった。 
引き続き、教育研究評議会規程第６条第２項の規定に基づき可否投票を行った。投票

の結果、松田一徳氏が准教授適格者として承認された。 



 
 （３）地球環境工学科教授（材料表面工学分野）選考委員会の設置について 
   学長から、地球環境工学科長から学内昇任の申し出があり、平成３０年２月５日開催

の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明の後、別紙（資料２－３）に基づき選考

委員会の設置について説明があった。 
   別紙のとおり、種々議論の結果、本件については、継続して審議することとされた。 
 
 （４）地球環境工学科教授（電子デバイス工学分野）選考委員会の設置について 
   学長から、地球環境工学科長から学内昇任の申し出があり、平成３０年２月５日開催

の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明の後、別紙（資料２－４）に基づき選考

委員会の設置について説明があった。 
別紙のとおり、種々議論の結果、本件については、継続して審議することとされた。 

 
 （５）地域未来デザイン工学科教授選考委員会の設置について 
   学長から、地域未来デザイン工学科長から学内昇任の申し出があり、平成３０年２月

５日開催の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明の後、別紙（資料２－５）に基

づき選考委員会の設置について説明があった。 
   別紙のとおり、種々議論の結果、本件については、継続して審議することとされた。 
 
 （６）地域未来デザイン工学科准教授（交通工学分野）選考委員会の設置について 

学長から、地域未来デザイン工学科長から学内昇任の申し出があり、平成３０年１

月２４日開催の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明の後、別紙（資料２－６）

に基づき選考委員会の設置について説明があり、承認された。 
 

 （７）地域未来デザイン工学科准教授（基礎水理学分野）選考委員会の設置について 
学長から、地域未来デザイン工学科長から学内昇任の申し出があり、平成３０年１

月２４日開催の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明の後、別紙（資料２－７）

に基づき選考委員会の設置について説明があり、承認された。 

 

３ 特任職員の選考について 

（１）工学部  
学長から、特任職員の選考について提案する旨説明の後、別紙（資料３）に基づき

説明があり、承認された。 
 

４ 大学院担当教員の選考について 

（１）生産基盤工学専攻 

   学長から、生産基盤工学専攻から大学院担当教員（Ｄ○合）の選考について申し出が

あり、提案する旨説明があった。 

引き続き、学長から別紙（資料４－１）に基づき説明の後、可否投票を行った。 

投票の結果、升井洋志氏が大学院担当教員（Ｄ○合）として承認された。 

 

 （２）情報システム工学専攻、生産基盤工学専攻 

学長から、議題２（１）で審議のあったプタシンスキ ミハウ エドムンド氏の大

学院担当教員の選考について提案する旨説明があり、別紙（資料４－２）に基づき説

明の後、可否投票を行った。 

投票の結果、プタシンスキ ミハウ エドムンド氏が大学院担当教員（Ｍ○合及びＤ

合）として承認された。 



 

 （３）情報システム工学専攻、生産基盤工学専攻 

 学長から、議題２（２）で審議のあった松田一徳氏の大学院担当教員の選考につい

て提案する旨説明があり、別紙（資料４－３）に基づき説明の後、博士前期課程（Ｍ

合）及び博士後期課程（Ｄ合）については、実質的に大学院担当の資格審査を行って

いることから、可否投票を行わずに承認願いたい旨の説明があり、承認された。 

 

（４）准教授の博士後期課程主指導教員の選考について 

   学長から、平成３０年２月５日開催の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明

の後、別紙（資料４－４、参考資料）に基づき説明の後、可否投票を行った。 

投票の結果、ウラシャリフ氏、新井博文氏、金敬鎬氏、浪越毅氏、駒井克昭氏、川

口貴之氏、小西正朗氏、星野洋平氏及び大津直史氏が大学院担当教員（Ｄ○合）として

承認された。 

 

５ 経営協議会学外委員について 

学長から、経営協議会委員の任期が本年３月３１日をもって満了となることから、次

期経営協議会学外委員について別紙（資料５）のとおり提案したい旨説明があり、承認

された。 

なお、経営協議会学外委員の任期は、平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日

までとなる旨説明があった。 

 

６ 教員の懲戒について 

  学長から、調査委員会から審査報告書について提出があった旨説明があり、調査委員

会委員長の田村理事から別紙（資料６－１）に基づき、「調査の体制」、「事案の概要」、「調

査委員会の審査経緯」及び「総括」について説明があった。 

  引き続き、総務課長から別紙（資料６－２）に基づき、本学の処罰に関する種類及び

程度について説明の後、学長から、予め執行部で検討を行った内容を提案し、本評議会

で議論したい旨提案があり、承認された。 

その後、学長から当該教員を懲戒処分とし、懲戒の種類は「停職１週間」とすること

が提案され、その理由について別紙（資料６－２～６－３）に基づき説明の後、承認さ

れた。 

  また、総務課長から、別紙（資料６－４、参考資料）に基づき説明があり、当該教員

に審査事由説明書を交付し、当該教員が受理した後１４日以内に口頭陳述または書面陳

述の請求があった場合には、平成３０年３月１４日開催の本評議会において、口頭陳述

であれば当該教員を本評議会に出席させ、書面陳述であれば提出された書面をもって陳

述内容を確認し、懲戒処分の審議を行う予定である旨説明があった。 

 
７ 大規模災害等発生時における北海道地区国立大学等間の連携・協力に関する協定の 

締結について 

学長から、平成３０年１月２４日開催の基本戦略立案会議の議を経て提案する旨説明

の後、総務課長から、別紙（資料７）に基づき説明があり、承認された。 

  



 

報告事項 
 １ 平成３０年度予算案の内示について（資料８－１～８－２）       （吉田理事） 
２ 平成２９年度共同研究の受入れについて（資料９）         （研究協力課長） 

３ 平成２９年度受託研究の受入れについて（資料10）         （研究協力課長） 

４ 平成２９年度奨学寄附金の受入れについて（資料11）        （研究協力課長） 

５ 平成３０年度の学科長及び副学科長について（資料12）         （総務課長） 

 

  次回教育研究評議会開催日 平成３０年３月１４日（水）午後３時００分開催予定 


